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新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ 
 

当社は、2026年６月30日付の取締役会決議において、新株式発行及び当社株式の売出しに関し、下記の

とおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

【本資金調達の目的】 

当社グループは、「創造・先取り・挑戦」を経営理念に掲げ、「誠」をモットーとして事業活動を展開

し、地域社会の繁栄及び社会文化の向上への貢献を基本方針としております。本理念のもと、これまでス

ーパーマーケット事業を中核に、ドラッグストアやホームセンター等の複数業態を展開する総合小売グル

ープとして、地域の多様なニーズに対応する事業基盤を構築してまいりました。また、調達・製造から流

通・販売までを一貫して担う「製造小売業」のビジネスモデル構築を目指すとともに、経営資源を組み合

わせたグループ全体でのシナジー創出に取り組んでおります。 

また近年、人口減少や消費者ニーズの多様化に加え、原材料価格や物流コストの上昇等により当社グル

ープを取り巻く事業環境は急速に変化しております。このような中、製造・物流インフラの整備を通じた

流通経路のさらなる効率化と商品力の向上、生鮮部門の強化、プライベート・ブランド商品の磨き込み等

を通じて、お客様に選ばれる店舗づくりを進めてまいりました。来店動機となる商品・カテゴリーを有す

る「デスティネーション・ストア」への転換を進めるとともに、スーパーマーケット事業にとどまらず、

立地や商圏を考慮し当社グループの多様な業態・カテゴリーを生かした店フォーマット設計を推進してお

ります。エリア別では、関東・関西エリアへの新規出店に注力しつつ、東海エリアを中心とする既存商圏

での効率運営にも取り組んでおります。 

今般の新株式発行による調達資金は、主に連結子会社への投融資を通じたスーパーマーケット事業、ド

ラッグストア事業及びホームセンター事業の新規出店等に係る設備投資に充当する予定です。特に成長余

地の大きい関東エリアを中心とした店舗網の拡充と、既存商圏におけるドミナント強化を図るとともに、

品質・商品開発力のより一層の向上及び安定的な供給体制の確立につなげていきます。 

本資金調達（公募及び第三者割当による新株式発行に基づく資金の調達をいいます。）により、店舗網

の拡大と供給体制の強化を一体的に進め、商品力の向上と収益基盤の強化を実現してまいります。あわせ

て自己資本の拡充により財務基盤の安定性を高めることで、成長投資を継続的かつ機動的に実行し、当社

グループの中長期的な企業価値向上を目指します。 
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記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

（１） 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

普通株式 4,694,600株 

（２） 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第 25 条に規定

される方式により、2026年７月８日（水）から2026年７月13日（月）ま

での間のいずれかの日（以下、「発行価格等決定日」という。）に決定す

る。 

（３） 増加する資本金及び

資本準備金の額 

増加する資本金の額は、会社計算規則第 14 条第１項に従い算出される資

本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げる。また、増加する資本準備金の額は、

当該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

（４） 募 集 方 法 一般募集とし、大和証券株式会社（以下、「引受人」という。）に全株式を

買取引受けさせる。 

なお、一般募集における発行価格（募集価格）は、日本証券業協会の定め

る有価証券の引受け等に関する規則第 25 条に規定される方式により、発

行価格等決定日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値

（当日に終値のない場合は、その日に先立つ直近日の終値）に0.90～1.00

を乗じた価格（１円未満端数切捨て）を仮条件として、需要状況等を勘案

した上で決定する。 

（５） 引 受 人 の 対 価 引受手数料は支払わず、これに代わるものとして一般募集における発行価

格（募集価格）と引受人より当社に払込まれる金額である払込金額との差

額の総額を引受人の手取金とする。 

（６） 申 込 期 間 発行価格等決定日の翌営業日から発行価格等決定日の２営業日後の日ま

で。 

（７） 払 込 期 日 2026 年７月 15 日（水）から 2026 年７月 21 日（火）までのいずれかの

日。 

ただし、発行価格等決定日の５営業日後の日とする。 

（８） 申 込 株 数 単 位 100株 

（９） 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他本公募による新株式発行に必要な一切の事

項の決定については、当社代表取締役会長兼ＣＥＯに一任する。 

（10） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 
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２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

（１） 売 出 株 式 の 

種 類 及 び 数 

普通株式 704,100株 

なお、上記売出株式数は上限を示したものであり、需要状況等により減少

し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない

場合がある。最終の売出株式数は、一般募集の需要状況等を勘案し、発行

価格等決定日に決定する。 

（２） 売 出 人 大和証券株式会社 

（３） 売 出 価 格 未定（発行価格等決定日に決定する。なお、売出価格は一般募集における

発行価格（募集価格）と同一の金額とする。） 

（４） 売 出 方 法 大和証券株式会社が、一般募集の需要状況等を勘案した上で、704,100 株

を上限として当社株主より借受ける当社普通株式について売出しを行う。 

（５） 申 込 期 間 一般募集における申込期間と同一とする。 

（６） 受 渡 期 日 一般募集における払込期日の翌営業日とする。 

（７） 申 込 株 数 単 位 100株 

（８） 売出価格、その他本株式の売出しに必要な一切の事項の決定については、当社代表取締役会長兼Ｃ

ＥＯに一任する。 

（９） 前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

３．第三者割当による新株式発行（後記＜ご参考＞１．を参照のこと。） 

（１） 募 集 株 式 の 

種 類 及 び 数 

普通株式 704,100株 

（２） 払 込 金 額 の 

決 定 方 法 

発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における払込金

額と同一の金額とする。 

（３） 増加する資本金及

び資本準備金の額 

増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出される資本

金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げる。また、増加する資本準備金の額は、当

該資本金等増加限度額から上記の増加する資本金の額を減じた額とする。 

（４） 割 当 先 大和証券株式会社 

（５） 申 込 期 日 2026年８月12日（水） 

（６） 払 込 期 日 2026年８月13日（木） 

（７） 申 込 株 数 単 位 100株 

（８） 上記（５）記載の申込期日までに申込みのない株式については、発行を取り止める。 

（９） 払込金額、増加する資本金及び資本準備金の額、その他第三者割当による新株式発行に必要な一切

の事項の決定については、当社代表取締役会長兼ＣＥＯに一任する。 

（10） 前記各号については、第三者割当による新株式発行の発行価額（払込金額）の総額が１億円以上と

なる場合、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

以 上 
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＜ご参考＞ 

１．オーバーアロットメントによる売出し等について 

前記「２．当社株式の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）」に記載のオーバー

アロットメントによる売出しは、前記「１．公募による新株式発行（一般募集）」に記載の一

般募集に伴い、その需要状況等を勘案し、704,100 株を上限として大和証券株式会社が当社株

主より借受ける当社普通株式（以下、「貸借株式」という。）の売出しであります。オーバー

アロットメントによる売出しの売出数は上限を示したものであり、需要状況等により減少し、

又はオーバーアロットメントによる売出しそのものが全く行われない場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出しに関連して、当社は 2026年６月 30日（火）付の取締

役会決議において、一般募集とは別に、大和証券株式会社を割当先とする当社普通株式

704,100 株の第三者割当増資（以下、「本件第三者割当増資」という。）を 2026 年８月 13 日

（木）を払込期日として行うことを決定しております。 

大和証券株式会社は、一般募集及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間（以

下、「申込期間」という。）中、当社普通株式について安定操作取引を行う場合があり、当該

安定操作取引で買付けた株式の全部又は一部を貸借株式の返還に充当する場合があります。 

また、大和証券株式会社は、申込期間終了日の翌日から 2026 年８月７日（金）までの間

（以下、「シンジケートカバー取引期間」という。）、オーバーアロットメントによる売出しを

行った株式数を上限として、株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け（以下、

「シンジケートカバー取引」という。）を行う場合があり、当該シンジケートカバー取引で買

付けられた株式は全て貸借株式の返還に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間

内においても、大和証券株式会社の判断で、シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオ

ーバーアロットメントによる売出しを行った株式数に至らない株式数でシンジケートカバー

取引を終了させる場合があります。 

大和証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しを行った株式数から上記の安

定操作取引及びシンジケートカバー取引に係る貸借株式の返還に充当する株式数を減じた株

式数について、本件第三者割当増資に係る割当てに応じる予定であります。 

したがって、本件第三者割当増資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、

その結果、失権により本件第三者割当増資における最終的な発行数がその限度で減少し、又

は発行そのものが全く行われない場合があります。 

 

２．今回の公募増資及び第三者割当増資による発行済株式総数の推移 

（１） 現在の発行済株式総数 53,987,499株 （2026年６月30日現在） 

（２） 公募増資による増加株式数 4,694,600株  

（３） 公募増資後の発行済株式総数 58,682,099株  

（４） 第三者割当増資による増加株式数 704,100株 （注）１ 

（５） 第三者割当増資後の発行済株式総数 59,386,199株 （注）１ 

（注）１.前記＜ご参考＞１．に記載のとおり変更する可能性があります。 

２.2026 年６月 30 日（火）付の取締役会決議において、2026 年 10 月１日（木）付

をもって、当社普通株式１株を２株に分割することを決定しております。この株

式の分割は、2026 年９月 30 日（水）を基準日として、同日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主の所有普通株式数を、１株につき２株の割合をもって分割

するものであります。 
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法に基づいて証券の登録をしておらず､また､登録を行うことを予定しておりません｡1933年米国証券法に基づいて証券の

登録を行うか､又は登録義務からの適用除外規定に従う場合を除き､米国においては証券の募集又は販売を行うことはで

きません｡米国における証券の公募が行われる場合には､1933 年米国証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いら

れます｡その場合には､英文目論見書は当社又は売出人より入手することができます｡同文書には当社及びその経営陣に関

する詳細な情報並びに当社の財務諸表が記載されます｡なお､本件においては米国における証券の募集は行われません｡ 

３．調達資金の使途 

（１）今回調達資金の使途 

今回の一般募集及び本件第三者割当増資による手取概算額上限18,076,265,901円に関しては、

279,000,000円を2027年２月末までに当社のスーパーマーケット事業の設備投資資金に、

16,918,000,000円を2028年３月末までに子会社への投融資を通じた設備投資資金に、残額を2026年８月

末までにコマーシャル・ペーパーの償還資金に充当する予定であります。 

子会社の設備投資資金については、11,614,000,000円を2028年３月末までにドラッグストア事業、ホ

ームセンター事業並びに関東エリアの本羽田店及び本牧店をはじめとするスーパーマーケット事業の新

規出店に、2,130,000,000円を2027年２月末までにスーパーマーケット事業の食品工場の設備投資に、

3,174,000,000円を2027年３月末までにスーパーマーケット事業及びドラッグストア事業の店舗設備投

資に充当します。 

上記手取金について、実際の充当時期までは、当社預金口座にて適切に管理いたします。 

なお、当社グループの設備の新設計画は、2026 年６月 30 日現在（ただし、投資予定金額の既支払額

については2026年３月31日現在）以下のとおりとなっております。 

 

会社名 事業所名 
(所在地) 

セグメント
の 
名称 

設備の
内容 

投資予定額 

資金調達 
方法 

着手及び完了予定 
完成後の 
増加能力 総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 着手 完了 

㈱バロー
ホールデ
ィングス 

中津川工場  
（岐阜県中
津川市） 

スーパー
マーケッ
ト事業 

工場
新設 279 － 増資資金 2026年５月 2027年２月 製造力の

増加 

㈱バロー 

バロー本羽
田店他13店
舗 
（東京都大
田区他） 

スーパー
マーケッ
ト事業 

店舗
新設
及び
改装 

13,087 1,806 
自己資金、
借入金及び
増資資金 

2026年４月 2027年11月 販売力の
増加 

中部フー
ズ㈱ 

中津川工場 
（岐阜県中
津川市） 

スーパー
マーケッ
ト事業 

工場
新設 2,130 － 増資資金 2026年５月 2027年２月 製造力の

増加 

中部薬品
㈱ 

多治見南店
他61店舗 
(岐阜県多治
見市) 

ドラッグ
ストア事
業 

店舗
新設
及び
改装 

3,388 121 
自己資金、
借入金及び
増資資金 

2026年４月 2028年３月 販売力の
増加 

㈱ホーム
センター
バロー 

プロサイト
みよし店  
（愛知県み
よし市） 

ホームセ
ンター事
業 

店舗
新設 240 － 増資資金 2026年６月 2026年11月 販売力の

増加 

  



ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び

訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

この文書は､米国における証券の募集又は販売を構成するものではありません｡当社は当社株式について､1933年米国証券

法に基づいて証券の登録をしておらず､また､登録を行うことを予定しておりません｡1933年米国証券法に基づいて証券の

登録を行うか､又は登録義務からの適用除外規定に従う場合を除き､米国においては証券の募集又は販売を行うことはで

きません｡米国における証券の公募が行われる場合には､1933 年米国証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いら

れます｡その場合には､英文目論見書は当社又は売出人より入手することができます｡同文書には当社及びその経営陣に関

する詳細な情報並びに当社の財務諸表が記載されます｡なお､本件においては米国における証券の募集は行われません｡ 

（２）前回調達資金の使途の変更 

該当事項はありません。 

 

（３）業績に与える影響 

今期の業績予想に変更はありません。 

 

４．株主への利益配分等 

（１）利益配分に関する基本方針 

資本コストや資本収益性を意識した経営の実現に向けて、成長投資のための内部留保との

バランスに配慮しつつ、持続的な利益成長を通じて株主還元を行うことを基本方針としてお

ります。 

 

（２）配当決定に当たっての考え方 

上記（１）に記載いたしました利益配分に関する基本方針に基づき、連結配当性向30％を

目処に従来からの「累進配当」を継続します。また、単年度の業績の影響を受けにくい株主

資本配当率（ＤＯＥ）を採用し、２％を下限として安定的な株主還元を目指します。 

 

（３）内部留保資金の使途 

内部留保につきましては、グループ事業拡大に向けた事業基盤強化のための投融資に有効

活用いたします。 

 

（４）過去３決算期間の配当状況等 

 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 

１株当たり連結当期純利益 223.02円 257.67円 312.81円 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 

（うち１株当たり中間配当金） 

65円 

（28円） 

68円 

（29円） 

74円 

（35円） 

実 績 連 結 配 当 性 向 29.1％ 26.4％ 23.7％ 

自己資本連結当期純利益率 7.5％ 8.1％ 9.2％ 

連 結 純 資 産 配 当 率 2.2％ 2.2％ 2.2％ 

（注）１．１株当たり連結当期純利益は、期中平均株式数に基づいて計算しています。 

２．実績連結配当性向は、１株当たり年間配当金を１株当たり連結当期純利益で除

した数値であります。 

３．自己資本連結当期純利益率は、親会社に帰属する連結当期純利益を自己資本

（連結純資産の期首と期末の平均）で除した数値であります。 

４．連結純資産配当率は、１株当たり年間配当金を１株当たり連結純資産（期首１

株当たり連結純資産と期末１株当たり連結純資産の平均）で除した数値であり

ます。 

 

  



ご注意：この文書は、当社の新株式発行及び株式売出しに関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的とし

て作成されたものではありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する新株式発行並びに株式売出届出目論見書及び

訂正事項分（作成された場合）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

この文書は､米国における証券の募集又は販売を構成するものではありません｡当社は当社株式について､1933年米国証券

法に基づいて証券の登録をしておらず､また､登録を行うことを予定しておりません｡1933年米国証券法に基づいて証券の

登録を行うか､又は登録義務からの適用除外規定に従う場合を除き､米国においては証券の募集又は販売を行うことはで

きません｡米国における証券の公募が行われる場合には､1933 年米国証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いら

れます｡その場合には､英文目論見書は当社又は売出人より入手することができます｡同文書には当社及びその経営陣に関

する詳細な情報並びに当社の財務諸表が記載されます｡なお､本件においては米国における証券の募集は行われません｡ 

５．その他 

（１）配分先の指定 

該当事項はありません。 

 

（２）潜在株式による希薄化情報 

該当事項はありません。 

 

（３）過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等 

① エクイティ・ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

② 過去３決算期間及び直前の株価等の推移 

 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期 2027年３月期 

始   値 1,940円 2,516円 2,410円 3,715円 

高   値 2,583円 2,550円 3,800円 3,995円 

安   値 1,852円 2,030円 2,170円 3,190円 

終   値 2,508円 2,390円 3,660円 3,900円 

株価収益率 11.25倍 9.28倍 11.70倍 － 

（注）１．2027年３月期の株価については、2026年６月29日現在で表示しております。 

２．株価収益率は、決算期末の株価（終値）を当該決算期の１株当たり連結当期純

利益で除した数値であります。なお、2027年３月期については、未確定のため

表示しておりません。 

 

③ 過去５年間に行われた第三者割当増資による割当先の保有方針等の変更等 

該当事項はありません。 

 

 （４）ロックアップについて 

一般募集に関連して、当社株主である田代 正美、田代 久美子、有限会社マルイ興産及び株式会社

子雲社は、大和証券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集の受渡期日から起算して180

日目の日に終了する期間（以下、「ロックアップ期間」という。）中、大和証券株式会社の事前の書面に

よる同意なしには、当社株式、当社株式に転換若しくは交換されうる証券又は当社株式を取得若しくは

受領する権利を表章する証券の売却等を行わない旨合意しております。 

また、当社は、大和証券株式会社に対し、ロックアップ期間中、大和証券株式会社の事前の書面によ

る同意なしには、当社株式、当社株式に転換若しくは交換されうる証券又は当社株式を取得若しくは受

領する権利を表章する証券の発行等（ただし、一般募集、本件第三者割当及び株式分割による新株式発

行等を除く。）を行わない旨合意しております。 

上記のいずれの場合においても、大和証券株式会社は、ロックアップ期間中であってもその裁量で当

該合意の内容を一部又は全部につき解除できる権限を有しております。 

     

以上 


